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６月から見直しが実施される「産業医の

役割」 

 

◆報告書の公表と省令改正 
近年、メンタルヘルス対策や過重労働対策

等、労働者の健康確保対策の重要性が増して

いるところですが、それに伴い「産業医」に

求められる役割が変化し、ストレスチェック

をはじめとして対応すべき業務も増加してい

ます。 
このような状況の中、昨年 12 月に「産業

医制度の在り方に関する検討会報告書」がま

とめられ、それを受けて厚生労働省が今年 3

月に産業医の役割等に関する省令の改正を行

い、6 月 1 日より施行されることとなってい

ます。 
企業の実務にも影響を与えることとなり

ますので、改正の内容を紹介いたします。 

 

◆改正の内容 

（１）健康診断の結果に基づく医師等からの

意見聴取に必要となる情報の医師等への提供  

事業者は、各種健康診断の有所見者につい

て医師等が就業上の措置等に関する意見具申

を行ううえで必要となる労働者の業務に関す

る情報を当該医師等から求められたときは、

これを提供しなければならないこととする。 

（２）長時間労働者に関する情報の産業医へ

の提供 

事業者は、毎月 1 回以上、一定の期日を定

めて、休憩時間を除き 1 週間当たり 40 時間

を超えて労働させた場合におけるその超えた

時間の算定を行ったときは、速やかに、その

超えた時間が 1 月当たり 100 時間を超えた労

働者の氏名および当該労働者に係る超えた時

間に関する情報を産業医に提供しなければな

らないものとする。 

（３）産業医の定期巡視の頻度の見直し 

少なくとも毎月 1 回行うこととされている

産業医による作業場等の巡視について、事業

者から毎月 1 回以上産業医に所定の情報が提

供されている場合であって、事業者の同意が

平成 29 年 6 月号

  

連絡先：〒254-0077 平塚市東中原 1-16-26  

電話：080-1133-9166  FAX：0463-36-3522 

e-Mail：ecim@truthone.co.jp 

 

記事タイトル   [タイトルをクリックするとそのページに飛びます！] 

・６月から見直しが実施される「産業医の役割」        P １ 

・厚生労働省が公表した「外国人の活用好事例集」の概要      P ２ 

・実態調査にみる「職場のパワーハラスメント」の現状と予防・解決策     P ３ 

・高齢従業員ドライバーがいる会社は要注意！ 知っておきたい「道路交通法」の改正内容  P ３ 

・テレワークの普及と「テレワーク・デイ」の実施       P ４ 

・「メタボ健診」の実施率が低い健保組合にペナルティ導入へ     P ５ 

・中小企業における「働き方改革」の導入状況は？      P ５ 

・気がゆるみがちなこの時期は特に要注意！ 職場の「転倒災害」防止対策    P ６ 

・「年金受給開始年齢の引上げ」「定年延長」…自民党提言案の概要    P ７ 

・残業規制の抜け穴!? 自主的な「休日出勤」にご用心      P ７ 

・６月の税務と労務の手続［提出先・納付先］       P ８ 

 
 



 2 

ある場合には、産業医による作業場等の巡視

の頻度を、少なくとも 2 月に 1 回とすること

を可能とする。 

 

◆「働き方改革」における位置付けは？ 

ストレスチェック制度の開始（2015 年 12

月）で改めて注目を集めることとなった産業

医。 

今年 3 月公表の『働き方改革実行計画』に

盛り込まれた「病気の治療と仕事の両立」の

項目の中でも、“産業医の役割の重要性と機能

強化”や“産業医が効果的な活動を行いやす

い環境整備”がポイントとされており、今後

ますます「産業医の役割」に注目が集まりそ

うです。 

 

 

厚生労働省が公表した「外国人の活用好

事例集」の概要 

 

◆約 50 社を実態調査 

厚生労働省は今年 4 月、外国人労働者の活

用事例に関する実態把握の調査結果から、「外

国人の活用好事例集 ～外国人と上手く協働

していくために～」を公表しました。 

外国人を雇用している企業約 50 社を対象

としたヒアリング調査をもとに有識者で構成

された研究会で結果の分析を行い、好事例と

なる取組内容を取りまとめたものです。 

これによると、「外国人と上手に協働して

いくための 3 つの要諦」として、以下の点が

挙げられています。 

 

（１）外国人にとっても魅力的な就労環境を

整備し、自社が求める人物像を事前にはっ

きりとさせたうえで、効果的な募集・採用

経路を選択する。 

…日本で就労する外国人は、｢評価システムが

不透明であること｣や｢昇進が遅いこと｣に

不満を感じているため、優秀な外国人を確

保するためには、｢職務内容の明確化｣と

｢公正な能力評価・処遇の実現｣など、外国

人にとっても魅力的な就労環境を整備し

ていくことが求められる。これにより、ミ

スマッチによる早期離職等の防止や、入社

後の外国人社員の定着にも資することが

期待できる。 

（２）｢言語｣｢能力開発｣｢メンタルサポート｣

｢安全衛生｣｢宗教・文化｣などについて、

ボーダレスな職場環境を目指す 

…外国人社員の日本語能力を向上させること

で、日本人社員との円滑なコミュニケー

ションが促進され、生産性の向上につな

がっていくことが期待できる一方、職場の

円滑なコミュニケーションを促進すれば、

外国人社員の日本語能力の向上だけでは

なく、自社の日本人社員の語学力の向上に

もつながる。 

（３）外国人社員が生活者として自立できる

よう積極的にサポートする 

…日本で新たな生活を開始する外国人社員に

は、行政手続、住居手続、銀行口座の開設

手続などは難しく、不安や負担を感じる手

続きが多い。このため、居住地にある病院

やスーパー等、生活していくために必要な

施設等については事前に紹介したり、手続

き等にあたって日本人社員が同行したり

する等、外国人が生活者として自立できる

まで、積極的にサポートすることが求めら

れる。 

 

◆外国人の雇用管理の改善の参考に 

冊子ではこれらを踏まえて、「募集・採用」

「配属・評価」「職場環境の整備」「教育・育

成」「生活支援等」などについてのポイントが

まとめられており、好事例とされる企業の事

例が掲載されています。 

厚生労働省では、業種や企業規模にかかわ

らず、これから外国人の雇用を検討する企業

や、雇用している外国人の雇用管理の改善を

検討している企業などに参考にしてもらいた

いとしています。 
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実態調査にみる「職場のパワーハラスメ

ント」の現状と予防・解決策 

 

◆調査の概要 

平成 24 年 3 月に厚生労働省の「職場のい

じめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」から

「職場のパワーハラスメントの予防・解決に

向けた提言」が公表されて 5 年が経過しまし

た。 

同省は、この間におけるパワーハラスメン

ト（以下、「パワハラ」）の発生状況や企業の

取組状況などを把握し、今後の施策に反映さ

せることを目的として実態調査を実施しまし

た。 

全国の企業と従業員を対象に、平成 28 年 7

月から 10 月にかけて実施した調査結果に基

づき、職場のパワハラの現状と予防策、解決

策等についてまとめてみました。  

 

◆パワハラの発生状況 

従業員向けの相談窓口において従業員か

らの相談で最も多いテーマは「パワハラ」で、

32.4％という結果が出ています。 

過去 3 年間に 1 件以上「パワハラに該当す

る相談を受けた」と回答した企業は 36.3％。 

一方で、過去 3 年間に「パワハラを受けた

ことがある」と回答した従業員は 32.5％と、

調査を始めた平成 24年度から 7.2％増えてい

ます。 

 

◆予防・解決に向けた取組状況 

パワハラの予防・解決に向けた取組みを実

施している企業は 52.2%で、企業規模が小さ

くなると実施比率は相対的に低くなる傾向に

ありますが、平成 24 年度と比較するとすべ

ての従業員規模の企業で比率が高くなってい

ます。 

パワハラに限らず、従業員向けの相談窓口

を設置している企業は 73.4%あり、企業規模

が小さくなると設置比率は相対的に低くなる

ものの、平成 24 年度と比較するとすべての

従業員規模の企業で比率が高くなっています。 

 

◆予防・解決に向けた取組みの効果 

企業がパワハラの予防・解決に向けた取組

みを積極的に実施すると、従業員にとっては

パワハラに関する相談がしやすくなるととも

に、企業にとってもパワハラの実態が把握し

やすくなります。 

また、パワハラの予防・解決に向けた取組

みを行っている企業で働く従業員は、パワハ

ラを受けたと感じる比率やパワハラにより心

身への影響があったとする比率が相対的に低

くなる傾向にあり、この取組みにより、職場

環境が変わる、コミュニケーションが活性化

するほか、「休職者・離職者の減少」や「メン

タル不調者の減少」などの付随効果も見られ

るようです。 

パワハラの予防・解決のための効果が高い

取組みとして、「相談窓口の設置」や「従業員

向けの研修の実施」を挙げている企業の比率

が高く、企業がパワハラの予防・解決に向け

た取組みを複数実施することが、従業員に

とって職場環境の改善などの効果を感じやす

いとの結果が出ています。 

 

 

高齢従業員ドライバーがいる会社は要

注意！ 知っておきたい「道路交通法」

の改正内容 

 

◆3 月から施行 

今年 3 月より改正道路交通法が施行され、

高齢運転者の交通安全対策が強化されました。 

加齢による認知機能の低下に着目した「臨

時認知機能検査制度」や「臨時高齢者講習制

度」の新設、その他制度の見直し等が行われ

ています。 

これまで以上に免許の取消しや停止につ

ながる可能性が大きくなる改正と言え、業務

で運転をする高齢従業員や通勤で車を利用し

ている高齢従業員がいる場合には、会社とし

ても押さえておきたい内容であると思われま

す。 
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◆高齢運転者（70 歳以上）の運転免許更新手

続の改正 

免許更新期間が満了する日における年齢

が 75 歳未満の方は、高齢者講習の合理化が

図られ、これまでの 3 時間の講習が 2 時間と

なりました。 

一方、75 歳以上の方に行われる認知機能検

査の結果に基づいて、「認知機能が低下してい

るおそれがある方」「認知症のおそれがある方」

は、より高度化または合理化が図られた講習

が実施されることになりました（改正前：運

転適性検査 30 分＋講義 30 分＋実車指導 60

分＝計 2 時間→改正後：運転適性検査 30 分

＋双方向型講義 30 分＋実車指導 60 分＋個別

指導 60 分＝計 3 時間）。 

 

◆各種制度の新設 

75 歳以上の運転免許を持っている方が「認

知機能が低下した場合に行われやすい一定の

違反行為」をした場合、臨時に認知機能検査

を受けることとなりました（免許更新時にお

ける認知機能検査と同じ内容）。信号無視や横

断歩道等における横断歩行者等妨害、徐行場

所違反など 18 の違反行為が対象となります。 

臨時認知機能検査は原則、配達証明による

受講の通知を受けた日の翌日から 1 カ月以内

に受検しなければなりません。 

検査の結果、「認知機能が低下しているお

それがある」と判定されると、臨時高齢者講

習（実車指導 60 分＋個別指導 60 分）を受け

ることとなります。 

臨時認知症機能検査や臨時高齢者講習を

受けないと、運転免許の取消しまたは停止と

なってしまいます。 

 

◆臨時適正検査制度の見直し 

免許更新時および臨時の認知機能検査等

で、「認知症のおそれがある」と判定された方

は、臨時の適性検査を受けるか、認知症に関

し専門的な知識を有する医師等の診断書の提

出が必要となります。その結果、認知症であ

ると診断されれば免許取消し・免許停止とな

ります。 

 

 

テレワークの普及と「テレワーク・デイ」

の実施 

 

◆テレワーク制度が「ある」企業は約 1 割 

国も導入を推進しながら、なかなか普及し

ないと言われてきたテレワーク（ICT を活用

した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き

方）。 

連合総研（公益財団法人  連合総合生活開

発研究所）が実施した「勤労者の仕事とくら

しについてのアンケート調査」（全国の民間企

業に勤める男女 2,000 人を対象にインター

ネットを通じて実施）によると、自宅などオ

フィス以外で働く「テレワーク」の制度が勤

務先に「ある」と回答した従業員は 9.7％だっ

たそうです。 

従業員 1,000 人以上の企業では 19.1％が

「ある」と答えたのに対し、99 人以下では

5.0％にとどまっており、企業規模による差が

出る結果となっています。 

 

◆「テレワークで働きたいと思わない」も約

3 割 

また、今後在宅勤務型テレワークで働きた

い（働き続けたい）かについては、「わからな

い」と回答した割合が最も多く 42.4％、「働

きたい（働き続けたい）と思う」が 27.4％、

「働きたい（働き続けたい）と思わない」が

30.3％となっています。 

同調査では、「現在テレワークで働いてい

る」という人の割合が約 1％という結果も出

ており、テレワーク制度自体がまだまだ広く

具体的に認識されていない現状も読み取れま

す。 

 

◆国が「テレワーク・デイ」を実施予定 

このような状況の中、ここ最近は政府が提

唱する「働き方改革」の流れで、テレワーク

の普及が一層叫ばれているところです。 

厚生労働省では、  各省庁や東京都、経済

団体などと連携し、2020 年の東京オリンピッ
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ク・パラリンピックを契機として、テレワー

クを活用した働き方改革の運動を展開すると

して、その一環として、2017 年は東京大会の

開会日となる 7 月 24 日を「テレワーク・デ

イ」と位置付け、多くの企業や団体に一斉実

施を呼び掛けています。 

 

◆今後も導入推進は活発に 

政府は、「2020 年には週 1 日以上在宅勤務

する人の割合を 10％以上」とする目標を掲げ

ています。 

以前はセキュリティやコミュニケーショ

ンの問題、労務管理、コスト面等の問題から

導入に躊躇する企業も多かったところ、最近

は、これら懸念事項を解消するツールが様々

な団体・企業によって用意されており、以前

より導入が比較的容易になりつつあると言わ

れています。 

今後は中小企業でも導入が期待されてい

くことでしょう。 

 

 

「メタボ健診」の実施率が低い健保組合

にペナルティ導入へ 

 

◆メタボ健診・特定保健指導の実施率に応じ

て保険料が最大 10％増減 

厚生労働省は、4 月下旬の「保険者による

健診・保健指導等に関する検討会」で、メタ

ボ健診・特定保健指導（以下、「メタボ健診等」）

の実施率を上げるための見直し案を提示しま

した。 

具体的には、健保組合・共済組合のうち実

施率が低い保険者の保険料加算率を引き上げ、

実施率が高い等の健康づくりに貢献している

保険者の保険料減算率を引き上げます。 

現行では加算・減算の対象とされていない

協会けんぽにも、減算制度を導入する方向で

す。 

 

◆加算・減算の対象は「後期高齢者支援金」 

「後期高齢者支援金」とは、75 歳以上の方

が加入する後期高齢者医療制度で給付に要す

る費用のために若年者の保険料から拠出する

もので、2014年度の予算ベースで給付費 14.4

兆円の約 4 割に当たる 6 兆円を賄っています。 

現行は国民健康保険・被用者保険の全保険

者を対象に、特定保健指導の実施率が 0.1％

未満の保険者に保険料 0.23％を加算し、実施

率が相対的に高い保険者に減算を行って

（2015 年度は 0.048％）います。 

2015 年度の加算対象は 132 保険者で、

7,400 万円の加算となりました。 

 

◆2018 年度から段階的に導入、2020 年度に

全面実施 

加算はメタボ健診の実施率 57.5％未満、特

定保健指導の実施率 10％未満の保険者を対

象に、最大 10％加算します。 

減算の方法は見直しを検討中ですが、複数

の指標に基づく総合評価に応じて最大 10％

の減算が検討されています。 

いずれも 2018年度から段階的に引き上げ、

2020 年度に全面実施となります。 

 

◆従業員の健康づくりへの取組みが保険料

負担軽減につながる 

減算の指標として、特定健診等の実施率以

外に、対象者割合の減少幅やジェネリック薬

品の使用促進、健診結果のわかりやすい情報

提供、就業上の配慮などが検討されています。 

費用をかけずに会社が取り組めるものも

ありますので、今後検討してみてはいかがで

しょうか。 

 

 

中小企業における「働き方改革」の導入

状況は？ 

 

◆中小企業の人手不足は今後も続く？ 

来年度の新卒求人倍率は、全体で 1.78 倍、

従業員 5,000人以上の企業での 0.39倍に対し

て、300 人未満企業では 6.45 倍になると推計

されており（リクルートホールディングスの

調査）、来年度も売り手市場となり、中小企業

での人材確保は厳しい状況が予想されます。 
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こうした中、商工中金から『中小企業の「働

き方改革」に関する調査』の結果が公表され

ました。この調査は、人手不足への対応にも

なると注目され、「働き方改革」で議論されて

いる各取り組み・制度について、中小企業の

導入・実施の状況等を調査したものです

（10,022 社が対象、有効回答数 4,828 社）。 

調査結果からは、全体的な状況として雇用

が不足（「大幅に不足」と「やや不足」の計）

しているとする企業が 58.7％を占め、「営業」

「販売・サービス」「現業・生産」の職種で不

足感が強く、特に「正社員」が不足している

ことがわかります。 

 

◆「働き方改革」について 

働き方改革で注目されている 12 の取組み

について、「シニア層の活用」「子育て世代の

支援」は過半数がすでに導入・実施していま

すが、「在宅勤務」「サテライトオフィス」「副

業・兼業の容認」の導入・実施は 1 割未満で

した。 

＜注目される 12 の取組み＞ 

① 長時間労働の管理・抑制に向けた取組み 

② OJT・OFF-JT など、社員教育の制度 

③ 資格取得・通信教育への補助金など、自己

啓発の支援 

④ 在宅勤務制度 

⑤ 勤務先や移動中におけるパソコン等を活

用した勤務制度 （モバイルワーク） 

⑥ サテライトオフィス勤務制度 

⑦ 副業・兼業の容認 

⑧ 定年延長など、シニア層活用の制度 

⑨ 育児休業や短時間勤務など、子育て世代支

援の制度 

⑩ 妊娠・出産期の女性支援の制度 

⑪ 介護休業など、介護離職防止の制度 

⑫ 外国人労働者活用の制度  

 

◆どこまで対応すべきか？ 

これからの時代を乗り切るためには、自社

でできる対応があるのか、どの程度できるか

等の検討をいち早く始めるべきでしょう。 

 

 

気がゆるみがちなこの時期は特に要注

意！ 職場の「転倒災害」防止対策 

 

◆「転倒災害」への対策は職場の重要課題 

「すべる」「つまずく」「踏み外す」…職場

の転倒災害が、いま大きな問題となっていま

す。 

「ころぶ」というと、たいしたことはない

ものと軽視されがちですが、そんなことはあ

りません。 

休業４日以上の転倒災害は、例年、全労働

災害の約 20％を占めています。特に高齢者は、

加齢により身体強度や運動機能が低下するた

め転倒しやすくなりますが、重症化すること

も多く、休業日数が長くなる傾向も見られま

すので、労働力人口の一層の高齢化が見込ま

れる中、事業場における転倒災害防止対策の

徹底が求められています。 

 

◆転倒災害防止のための対策 

転倒災害は、どのような職場でも発生する

可能性がありますが、その危険性は、問題意

識を持って原因を見つけ、対策をとることで

減らすことができます。 

災害が多発している場所や環境、行動に着

目して原因を洗い出し、順次、対策を講じて

いきましょう。 

【すべらないための対策例】 

・水や油、粉類などをこぼした場合はすぐに

掃除する。 

・すべりにくさを考えて作業靴を選ぶ。 

【つまずかないための対策例】 

・通路、階段、出入口に物を放置しない。 

・段差のある箇所には注意を促す標識をつけ

る。 

・足元が見えにくい箇所は十分な明るさを確

保する。 

【「踏み外さない」ための対策例】 

・足元が見えないほど荷物を持ち過ぎない（大

きな荷物は台車で運ぶ）。 

 

◆不注意からの災害発生を防ぐために 
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特に今の時期は、気もゆるみがちで、

ちょっとした不注意での転倒事故も発生しや

すくなります。 

事業場内の安全について改めて意識付け

を行うとともに、必要な対策について安全委

員会等で検討するなど、リスクの回避に努め

ましょう。 

 

 

「年金受給開始年齢の引上げ」「定年延

長」…自民党提言案の概要 

 

◆年金の受給開始が 70 歳以降でも可能に？ 

自民党は政府に対する提言をまとめ、公的

年金を、70 歳を過ぎても受け取れるような選

択が可能な制度を導入することを盛り込むこ

とがわかりました。 

現在の受給開始年齢は原則 65 歳ですが、

60 歳から 70 歳までの間で受給開始時期を選

ぶことができ、繰り上げれば減額、繰り下げ

れば増額となる仕組みとなっています。 

今回の提言では、希望すれば 70 歳を過ぎ

てからの受給開始が可能になり、そのぶん年

金額が増額になる制度を導入し、高齢者が働

ける環境の整備や年金財政の安定を目指すと

しています。 

 

◆65 歳までは「完全現役世代」 

また、上記の提言では、2025 年度までに公

務員の定年年齢を 65 歳までに延ばすことを

求め、65 歳までを「完全現役世代」、70 歳ま

でを「ほぼ現役世代」として働ける社会を推

進するとしています。 

60 歳の定年後に再雇用される仕組みでは

なく、新たな職域としてそれまでの経験や知

識を活かした仕事や社会活動などを求めると

しています。 

これらの提言は、政府が今年 6 月頃に決定

する予定の「経済財政運営と改革の基本方針」

（骨太の方針）などに反映される予定です。 

 

◆「高齢者」の定義が変わる？ 

日本老年学会などは今年 1 月、現在 65 歳

以上と定められている「高齢者」の定義を 75

歳以上に引き上げ、前期高齢者とされている

65～74 歳は「准高齢者」と区分すべきとする

提言と発表しました。これは、同学会が 10

年前に比べ現在の 65 歳以上の人の知的・身

体能力は 5〜10歳は若返っていると判断した

ことによるものです。 

近い将来、65 歳を過ぎても現役で働く「准

高齢者」が増えることで、彼らが社会保障を

「支える側」に回り、活躍する日も近いかも

しれません。 

 

 

残業規制の抜け穴!? 自主的な「休日出

勤」にご用心 

 

◆依然注目される「時間外労働の上限規制」 

政府が推進している働き方改革の一環と

して、「時間外労働の上限規制」が大きな注目

を集めています。 

現行法においては、「特別条項付き三六協

定」を労使間で締結することにより、繁忙期

に上限の無い残業をさせることも事実上は可

能です。 

これが今後の法改正で、「たとえ労使協定

を締結していても、労働時間は年間で 720 時

間を上回ることができない」こととなる見通

しです。 

 

◆絶対に避けたい「長時間労働による摘発」 

違反企業には当然、罰則が課されますし、

公共事業に入札できなくなるといった影響も

あります（厚生労働省は、違法な長時間労働

が認められた企業名を各自治体などに向け積

極的に公表しています）。 

また、ひとたび労基署の調査などを受け、

“ブラック企業”としてネット等を通じ拡散

するような事態になれば採用活動などにも大

きく響く時代ですので、企業としては何とし

ても避けたいところです。 

 

◆残業規制の抜け穴である「休日出勤」 
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一方で、時間外労働の上限 720時間には「抜

け穴」が存在する、とも指摘されています。 

その 1 つとして、「休日に働く時間」はこ

の時間が含まれていないことがあります。詳

細はまだ決まっていませんが、休日労働の抑

制は企業の努力義務となりそうです。 

今後は、就業時間内に業務を終えることが

できなかった従業員が、自主的に休日出勤す

る、ということも増えるかもしれません。 

 

◆自主的な休日出勤をさせない取組みを 

会社が命じていない休日出勤により、様々

な問題が起こり得ます。 

休日の時間外労働には 3 割 5 分の割増賃金

が発生しますし、この従業員が法律上定めら

れた休日（1 週間に 1 日、もしくは 4 週間を

通じ 4 日以上）を取らないようなことがあれ

ば、これも法律違反です。労災が発生するリ

スクもあります。 

トラブル発生時に、いくら企業側が「従業

員が勝手に休日出勤した」と主張したところ

で、会社が休日出勤を黙認していたと労働基

準監督署にみなされれば、処罰は免れません。 

このような従業員が増えないよう、今後企

業は労務管理に一層気を付けねばなりません

が、それでもなお、上司の指揮命令を無視し

て休日出勤を繰り返すような従業員には、人

事考課などで厳しく対応しましょう。 

 

 

６月の税務と労務の手続［提出先・納付

先］ 

 

1 日  

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10

日まで＞［労働基準監督署］ 

   

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場

合＞ 

［労働基準監督署］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

   

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第 1 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

 

当事務所よりひと言 

 

 6 月に入りました。上半期もあと１か月で

す。 

 4 月の有効求人倍率（季節調整値）は前月

に比べて0.03ポイント上昇の1.48倍でした。

上昇は 2 か月連続で、バブル期のピークだっ

た 1990 年 7 月（1.46 倍）を上回り、1974 年

2 月（1.53 倍）以来 43 年 2 か月ぶりの高水準

を記録しました。 

 採用難の今、現在いる従業員をいかに活用す

るかで業績に大きな差が出ます。 


